
（平成30年度～令和４年度）

令和５年８月

第六次島本町行財政改革プラン

実績資料





●　令和４年度の主な成果と令和５年度の主な取組予定

●　財 政 効 果 額 に つ い て
【令和４年度中に財政効果額が生じた主な取組】

1 ⑹ ①

2 ⑵ ①

2 ⑵ ①

2 ⑵ ③

2 ⑹ ①

2 ⑹ ②

ホームページ・広報誌、庁舎案内板、福祉ふれあいバスへの広告掲載に係る収入687財源確保広報媒体などを活用した収入の確保【継続】

遊休地などの貸付【継続】 財源確保 2,857 町有地の貸付（１３件）

ふるさと納税の充実【継続】 財源確保 249,943 町内事業者応援型　8,980件

企業版ふるさと納税　１件100財源確保ふるさと納税の充実【新規】

合　　計 340,142 －

遊休地などの売却【継続】 財源確保 86,255 町有地の売却収入（３件）

補助金の検証・見直し 歳出削減 300 島本町立中学校英語教育推進補助金の歳出減

令和４年度の主な成果 令和５年度の主な取組予定

➣株式会社ジェイコムウエスト高槻局と包括連携協定を締結

　し、スマートフォン講座を実施

➣高槻市島本町消防指令事務協議会を発足

➣行政手続きのオンライン化（転出・転入予約、消防関連など）

➣島本町情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例を制定

➣マイナンバーカード関連事務などの窓口業務体制強化（派遣

　職員の活用）

➣ふれあいセンター2階高齢者福祉センターの浴室を廃止

➣国民健康保険料のコンビニ納付及びスマホアプリを利用した

　納付方法を導入

➣令和５年度以降の行財政改革に関する方針（第7次行財政改

　革方針）を策定

●健全な行財政運営

　➣「島本町使用料・手数料の見直しに関する基本方針」の策定

　➣行政財産使用料条例の制定

●多様な主体との連携

　➣保育所給食の民間委託

　➣高槻市との消防通信指令システムの共同整備

●公共施設の適正管理

　➣公共施設のＬＥＤ更新

●情報化の推進

　➣行政手続きオンライン化の推進（妊娠届、大型ごみの収集申込みなど）

　➣LGWAN接続系端末でインターネットを閲覧するためのシステム構築

　➣人権文化センターの受付業務のシステム化

　➣LINEの町公式アカウントの機能拡充

　➣文書管理・電子決裁システムの導入

　➣統合型校務支援システムの導入

●人材育成と組織基盤の強化

　➣働き方改革の推進

項目番号 推進項目 区分 効果額（千円） 備考
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具 体 的 推 進 項 目 の 進 捗 状 況 に つ い て

１　行政経営の視点による事業の推進

　(1)　民間活力の活用

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 検討 検討 検討

進捗
状況

　指定管理者制度導入に適した
公共施設を抽出するための点
検・評価方法等について、他市
町村等の取組を中心に情報収集
を行った。

　指定管理者制度導入に適した
公共施設を抽出するための点
検・評価方法等について、他市
町村等の取組を中心に情報収集
を行った。

　他市町村の導入状況等につい
て、情報収集を行った。

－ －

計画 検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒
実績 検討 検討 実施 ⇒ ⇒

進捗
状況

　委託に向けて、本町の地域包
括支援センターの運営に関する
方針を策定するとともに、地域
包括支援センターが担うべき業
務内容や委託の仕様について検
討を進めた。

　委託の仕様や事業者の募集要
項を作成し、公募による選定を
実施したうえで、委託事業者を
決定した。また、選定された事
業者と契約を締結し、令和2年
4月1日からの委託による業務
開始に向け、引継ぎなどを行っ
た。

　令和2年4月1日から委託に
よる島本町地域包括支援セン
ターの運営を開始した。

計画 検討 ⇒ ⇒ 実施 ⇒
実績 検討 検討 検討 検討 実施

進捗
状況

　他市町村での保育所給食業務
について、民間委託状況や委託
内容等の情報収集を行った。

　他市町村での保育所給食業務
や、自治体から委託を受け事業
を行っている業者から情報収集
し、本町での委託内容について
精査を進めた。

　他市町村での保育所給食業務
や、自治体から委託を受け事業
を行っている業者から情報収集
し、本町での委託内容について
精査を進めた。

　他市町村での保育所給食業務
や、自治体から委託を受け事業
を行っている業者から情報収集
し、本町での委託内容について
精査を進めた。

　令和６年度から民間事業者に
委託できるよう債務負担行為を
設定した。令和５年度中にプロ
ポーザル方式による事業者の選
定及び契約締結を予定。

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 検討 検討 実施

進捗
状況

－ － － －

　令和４年４月１５日に株式会
社ジェイコムウエスト高槻局と
包括連携協定を締結し、令和４
年度を通じてスマートフォンの
便利な使い方等を知っていただ
くための「スマホ講座」を実施
した。

子育て支援課

④

その他の取
組

　その他、民間で行うこ
とが可能であり、かつ効
率的・効果的にサービス
を提供できる業務につい
て検討を行い、民間活力
の活用を図ります。 庁内全課

③

保育所給食
業務の一部
民間委託

　業務の効率化及びサー
ビスの向上を目的とし、
他団体の事例研究を行
い、保育所給食業務の一
部について民間委託を進
めます。

第六次島本町行財政改革プラン実績

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

施設所管課
行革デジタル推
進課

②

地域包括支
援センター
の民間委託

　高齢者の総合相談窓口
のさらなる機能強化を目
的として、開設日や相談
時間の拡充等が可能とな
るよう、民間委託での事
業実施に向けて検討・準
備を進めます。

高齢介護課

①

指定管理者
制度等の導
入に向けた
検討

  各公共施設の管理運営
のあり方について改めて
点検・評価を行い、指定
管理者制度や業務委託に
よりサービス向上や効率
的な運営が見込まれる施
設については、導入に向
けた検討・準備を進めま
す。

2



　(2)　広域連携の推進

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 一部実施 検討 検討 検討 検討

進捗
状況

　観光分野における連携・協力
の取組を進めるため、平成31
年２月に高槻市と「観光振興に
関する連携協定」を締結した。
　ごみ処理については、ごみ処
理広域化北大阪ブロック会議な
どに参加し、広域的なごみ処理
など、各種課題について検討し
た。
　消防については、災害時にお
ける高槻市消防本部との相互応
援協定の内容で、境界付近での
協力体制の強化を継続して行っ
た。

　高槻市に広域連携の更なる推
進に向け、行政の様々な分野に
おいて意見交換をおこなってい
きたい旨の申し出を行った。
　ごみ処理について、一般廃棄
物に係る情報交換会などに参加
し、広域的なごみ処理など、各
種課題について検討を進めた。
　消防については、災害時にお
ける高槻市消防本部との相互応
援協定の内容で、境界付近での
協力体制の強化を継続して行っ
た。

　ごみ処理について、一般廃棄
物に係る情報交換会などに参加
し、広域的なごみ処理など、各
種課題について検討した。
　消防について、災害時におけ
る高槻市消防本部との相互応援
協定の内容で、境界付近での協
力体制の強化を継続するととも
に高槻市に通信指令業務の共同
運用をはじめとする消防行政の
広域化について、協議申入れを
行った。

　ごみ処理について、一般廃棄
物に係る情報交換会などに参加
し、広域的なごみ処理など、各
種課題について検討した。
　消防について、相互応援協定
の協力体制の強化を継続すると
ともに、通信指令業務の共同運
用をめざし、高槻市・島本町広
域行政勉強会及び事業連携ワー
キンググループにおいて検討を
行った。

　ごみ処理について、一般廃棄
物に係る情報交換会などに参加
し、広域的なごみ処理など、各
種課題について検討した。
　令和７年度からの高槻市との
消防通信指令業務の共同運用を
めざし、令和４年１０月に高槻
市島本町消防指令事務協議会を
発足した。

　(3)　ＩＣＴ（情報通信技術）の活用

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒
実績 検討 検討 実施 ⇒ ⇒

進捗
状況

　令和３年１月からの導入に向
け、事務担当者説明会等を実施
し、各課へ周知を図るととも
に、自治体クラウド導入後のシ
ステムの仕様及び導入経費等に
係る情報収集を行った。

　令和３年１月から自治体クラ
ウドを導入する旨を決定した。

　令和３年３月２９日から自治
体クラウド本稼働を開始した。

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 実施 実施 実施

進捗
状況

　先行自治体の導入状況等の調
査研究を行い、平成２９年度以
降庁内の関係部署を交えて検討
を行った結果、費用やマイナン
バーカードの普及率を勘案し、
現時点でのコンビニ交付サービ
スの導入を見送ることとし、住
民票の予約受取サービスの導入
を検討することとした。

　国において実施されるマイナ
ポイント事業などの実施に向け
て、マイナンバーカード交付円
滑化計画、マイキーＩＤ設定支
援計画を策定し、マイナンバー
カードの普及に対応するための
窓口整備に向けて検討を進め
た。

　特別定額給付金の申請受付に
あたり、マイナポータルを活用
したオンラインでの受付を実施
した。
　戸籍・住民票・税等の証明書
交付について、スマートフォン
を利用して申請や手数料決済を
行う「オンライン手続きサービ
ス」の運用を３月から開始し
た。
　なお、コンビニ交付サービス
の導入を見送る際の代替案とし
て検討を進めていた住民票の予
約受取サービスについては、８
月から運用を開始した。

　「名簿登録地以外の市区町村
の選挙管理委員会における不在
者投票等の投票用紙等の請求」
について、マイナポータルによ
るオンライン申請を実施した。

・転出・転入手続の時間短縮化
及びワンストップ化を図ること
を目的とし、マイナンバーカー
ド所有者がマイナポータルから
オンラインで転出届・転入予約
を行い、転入地市区町村があら
かじめ通知された転出証明書情
報により事前準備を行う仕組み
について整備した。
・国において進められている、
行政手続のオンライン化に向け
て、住民からの申請情報を管理
する「申請管理システム」を構
築した。また、子育てや介護関
係手続のオンライン化に向けて
担当課と調整を進めた。
・消防に関する手続の一部につ
いて、マイナポータルを活用し
たオンラインでの受付を開始し
た。

行革デジタル推
進課
業務所管課

②

マイナン
バー制度を
活用した取
組

　住民サービスの向上や
業務の効率化を目的に、
マイナンバー制度を活用
した行政サービスの提供
を検討します。
  また、住民票等のコン
ビニ交付の導入の要否に
ついても検討します。

年　度　計　画

①

自治体クラ
ウドの導入

　既存システムの更新時
期等を踏まえ、自治体ク
ラウドの導入に向けた検
討・準備を進めます。 行革デジタル推

進課
システム所管課

  ごみ処理・消防などの
広域連携に向けて、検
討・調整を行います。
  その他、地方自治法に
基づかない緩やかな連携
も含めて、広域連携の推
進に取り組みます。

政策企画課
環境課
管理課
庁内全課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

①

広域連携の
推進
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 一部実施 実施 実施

進捗
状況

　効果的な情報発信を図るた
め、ホームページのリニューア
ル（スマートフォン対応等）を
実施した。

　ホームページの「災害モー
ド」や「災害情報ツイッター」
の運用を開始した。

　ＩＣＴの活用、自治体ＤＸの
推進に向けて、デジタル化推進
チームを立ち上げ、他市町村の
事例等の情報収集に努めた。ま
た、庁内チャットツールやオン
ライン申請フォームサービスの
導入に向けた検討・トライアル
を実施した。

・大阪府内自治体による共同調
達により庁内チャットツールを
導入し、業務の効率化と庁内コ
ミュニケーションの円滑化を
図った。
・オンライン申請フォームサー
ビスを導入し、新型コロナウイ
ルスワクチンのオンライン予約
等に活用した。
・各課からデジタル化推進に係
る人員を選出し、ＤＸ化に向け
た情報共有体制を整備した。
・ふれあいセンター及び緑地公
園住宅集会所の予約受付システ
ムについて、オンラインで仮予
約が可能となるシステムに更改
した。

・条例や規則で規定されている
手続について、オンラインでの
対応も可能とする「島本町情報
通信技術を活用した行政の推進
に関する条例」を制定した。
・職員の業務効率化を目的とし
てLGWAN接続系端末でイン
ターネットの閲覧が可能なシス
テムの構築に着手した（令和５
年５月稼働。）。
・令和５年度に実施する３事業
について、国のデジタル田園都
市国家構想推進交付金を活用す
るため、必要な事務を進めた。
（令和５年４月１日交付決定
23,345千円）
➤人権文化センター貸室予約シ
ステム構築
➤デジタルデータによる森林整
備計画書の作成とオープンデー
タ化
➤統合型校務支援システム構築

　(4)　公共施設の適正管理

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 完了（拠点施設開設） － － －

進捗
状況

　平成３１年３月に「障害者地
域生活支援拠点等施設」を民設
民営で整備し、町立やまぶき園
は3月末で廃止した。町では整
備費補助金を創設し、整備費の
一部を補助した。

　平成３１年４月に、「障害者
地域生活支援拠点等施設」が開
設された。
　運営事業者と連携しながら、
町内の障害者やその家族の地域
生活の支援に努めた。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 解体設計、事業者公募 解体完了、整備工事開始 完了 － －

進捗
状況

　解体設計後に工事業者と契約
締結し、解体工事の準備を行っ
た。
　解体後に民間認定こども園を
整備するため、整備・運営事業
者の公募を行った。

　旧園舎の解体工事を実施し
た。
　また、民間認定こども園の整
備・運営事業者を選定し、当該
事業者により整備工事が開始さ
れた。

　整備・運営事業者により整備
が進められ、令和２年１２月に
しまもと里山認定こども園（幼
保連携型認定こども園）が開園
した。

福祉推進課

②

第二幼稚園
(閉園後の跡
地整備)

　平成30年度に施設解
体に係る設計を行うとと
もに、跡地に整備する民
間認定こども園の整備・
運営事業者を募集しま
す。また、平成31年度
に施設解体工事及び認定
こども園の施設整備を行
います。

子育て支援課

①

やまぶき園
(障害者地域
生活支援拠
点等施設の
整備)

   町立やまぶき園の施設
の老朽化等に対応するた
め、通所サービス・短期
入所・相談支援等の機能
を併せ持ち、町内の障害
者や家族の地域生活を支
える「地域生活支援拠点
等施設」を、民設民営方
式により整備します。

庁内全課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

③

その他の取
組

　その他、ＩＣＴの活用
による業務の効率化や住
民サービスの向上に努め
ます。

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 一部実施 一部実施 完了 －

進捗
状況

　平成３０年度は、近隣でのツ
キノワグマの目撃情報があった
ため、開設をしなかった。
　島本町立キヤンプ場設置条例
を廃止する条例が議決され、平
成３１年４月１日から施行し
た。
　跡地の所管はにぎわい創造課
に移管した。

　令和２年度予算において、旧
町立キャンプ場撤去工事設計業
務の予算を計上した。

　旧町立キャンプ場撤去工事設
計業務の予算を確保したが、新
型コロナウイルス感染症対策の
財源確保のため、減額補正を
行った。次年度以降に改めて予
算を確保し、施設の除去に向け
て事務を進める。

　旧町立キャンプ場の敷地内の
建築物の撤去工事を実施し、令
和3年度末で旧町立キャンプ場
の境界確定業務が完了した。
　今後は、跡地の活用方法の検
討を行う。

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 検討 検討 検討

進捗
状況

　島本町公共施設総合管理計画
に基づき、教育センターの今後
の在り方の検討を進めた。

　島本町公共施設総合管理計画
に基づき、教育センターの今後
の在り方の検討を進めた。

　島本町公共施設総合管理計画
に基づき、教育センターの今後
の在り方の検討を進めた。

　令和４年度施政方針におい
て、ふれあいセンターへの機能
移転に向けた検討を進めること
を表明した。

　令和６年４月にふれあいセン
ターへ機能を移転することを令
和５年度施策方針で公表。ふれ
あいセンターの現地視察を行
い、教育センターとして活用す
るための間取図を作成し、必要
備品をリストアップした。
　また、ふれあいセンター及び
教育センターの現況確認を行
い、機能移転に向けて具体的な
検討を行った。

計画 検討 ⇒ 策定 ⇒ －
実績 検討 検討 一部実施 実施 －

進捗
状況

　令和２年度の策定に向け、他
市の状況や策定方法について情
報を収集し、検討を進めた。

　令和２年度の策定に向け、事
務を進めた。

　新型コロナウイルス感染症対
策に係る事務の影響により、令
和３年度に繰り越した。

　令和３年６月に島本町学校施
設長寿命化計画を策定した。

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施

進捗
状況

　長寿命化計画に基づき、改修
や修繕等を実施した。
　平成３０年度は、御茶屋住宅
の外壁改修の設計業務委託を
行った。

　長寿命化計画に基づき、改修
や修繕等を実施した。
　令和元年度は、御茶屋住宅の
外壁改修等工事を実施した。

　長寿命化計画に基づき、改修
や修繕等を適宜実施した。
　令和2年度は、御茶屋住宅の
居住性の向上を目的に浴室改修
工事及び空室補修工事を実施し
た。

　長寿命化計画に基づき、改修
や修繕等を適宜実施した。
　緑地公園住宅の外壁等改修の
設計業務を実施した。

　長寿命化計画に基づき、改修
や修繕等を適宜実施した。
　また、緑地公園住宅の外壁等
改修工事を実施した。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 一部実施 一部実施 検討

進捗
状況

－

　公共施設適正化調整会議を開
催し、施設所管課で「公共施設
総合管理計画」の進捗状況につ
いて、情報共有した。

　公共施設総合管理計画につい
て、計画期間の中間年であった
ことから、平成28年度からこ
れまでの成果と課題をとりまと
め公表した。

　老朽化による廃止施設につい
て、今後の活用方法等を検討し
た。
　公共施設総管理計画につい
て、これまでの成果と課題等を
踏まえ、見直しを行った。

　令和５年１月に島本町保育施
設長寿命化計画を策定した。

都市計画課

⑦

その他の取
組

 その他、「島本町公共
施設総合管理計画」に基
づき、保有量の圧縮、多
機能化、長寿命化、管理
運営の効率化など、施設
全体の適正管理に努めま
す。

施設所管課
政策企画課

⑥

町営住宅
（管理のあ
り方検討）

　島本町営住宅長寿命化
計画に基づく、長寿命化
型の改善事業の実施に取
り組み、施設の予防保全
に努めます。また、施設
管理について、指定管理
者など民間活力の活用を
検討します。

教育総務課
子育て支援課

⑤

小中学校・
第一幼稚園
(長寿命化計
画の策定)

　開発等に伴う今後の児
童生徒数の推移を見込
み、教室数等を精査した
上で、平成32年度に長
寿命化計画を策定しま
す。

④

教育セン
ター
(他施設への
統合検討)

　施設が老朽化している
ことに加え、耐震基準を
満たしていないことか
ら、センター機能の他施
設への統合について検討
します。

教育総務課
教育推進課

　施設の安全対策や立地
条件に起因する緊急時の
対応、さらには費用対効
果の面から、関係部署と
具体的な調整・協議を進
め、平成30年度をもっ
て最終の開設とするよ
う、取り組みます。

にぎわい創造課
生涯学習課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

③

町立キャン
プ場
(閉鎖に向け
た取組)
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　(5)　個人給付などの見直し

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 検討 検討 検討

進捗
状況

　「個人給付等の見直し方針」
に基づき、障害者福祉金、難病
者福祉金及び水道料金助成の廃
止（Ｒ２.１施行）並びにひと
り親家庭等児童福祉金の見直し
（Ｒ２.４施行）を行い、条例
改廃等を実施した。

・障害者・難病者福祉金・水道
料金助成をR1年12月末で廃止
・ひとり親家庭等児童福祉金は
R2年4月から単価・対象者を
見直し
・就学援助制度認定基準の見直
しを行い、R2年度小学校入学
準備金の支給から新基準を適用
・幼児教育・保育の無償化の開
始に伴い、私立幼稚園在籍者
（新制度未移行）に対する補助
を廃止

　引き続き「個人給付等の見直
し方針」に沿って、見直しを進
めた。

　新規採用保育士等臨時給付金
について、令和４年度中に新た
に申請のあった者を最後に、勤
務開始24か月後を迎える令和
６年度末をもって廃止する。

－

　(6)　補助金の見直し

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 一部実施 一部実施 検討・実施

進捗
状況

　「補助金の適正運用に関する
指針」に基づき、町からの補助
金を定期的に検証することと
し、平成３０年度においては、
３０事業の評価を実施した。

●評価後の方針
廃止４件、見直し２６件

　令和元年度は３９事業の評価
を実施

●評価後の方針
廃止３件、見直２４件、継続１
２件

　令和２年度は２３事業の評価
を実施した。

●評価後の方針
見直し１２件、継続１１件

　令和３年度は５事業の評価を
実施した。

●評価後の方針
　見直し　３件　継続２件

　「補助金の適正運用に関する
指針」を改正し、繰越・積立が
認められない主な事例を明記し
た。

　令和４年度は１事業の評価を
実施した。
●評価後の方針　継続１件

・共栄会解散に伴う同会設置防
犯灯撤去のための補助金を減額
した。
・令和４年度予算をもって、島
本町立中学校特別教育活動補助
金を廃止し、令和５年度は当該
補助金に係る事業を直接事業と
して予算化した。
・教育課程特例校の廃止に伴
い、令和４年度をもって島本町
立中学校英語教育推進補助金
（英検受験料補助）を廃止し
た。

年　度　計　画

①

補助金の検
証・見直し

　「補助金の適正運用に
関する指針」を策定し、
定期的に補助金の検証・
見直しを行います。

行革デジタル推
進課
補助金所管課

　町独自の給付金や各種
事業について、廃止を含
めた見直しを行うととも
に、時代の変化や住民
ニーズに対応した新たな
事業への転換等を検討し
ます。 福祉推進課

高齢介護課
教育総務課
子育て支援課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

①

個人給付な
どの見直し
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 実施（制度創設） 完了（制度運用開始） － －

進捗
状況

　新たな公募型公益活動補助制
度の創設のため、他市町村での
事例について調査・研究を進め
た。

　様々な地域課題に対して住民
等が自主的かつ自発的に行う公
益活動に対し、町が補助金を交
付する「公募型公益活動支援事
業補助金」を創設し、R2年度
実施予定事業の公募・審査を
行った。（にぎわい創造事業補
助金は同制度と統合、R1年度
末で終了）

　公募型公益活動支援事業補助
金の交付事業を開始した。令和
２年度は新型コロナウイルスの
影響による事業の実施状況等を
鑑み、適宜制度の見直し等を行
う。

　(7)　事務事業の見直しと行政評価の活用

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　平成３１年度から開始される
町単独の４事業について、事業
の終期と効果指標を設定した。
３年後に評価し、継続の要否を
判断する。

　令和２年度から開始される町
単独の２事業について、事業の
終期と効果指標を設定した。３
年後に評価し、継続の要否を判
断する。

　令和３年度当初予算におけ
る、新規事業等はなかった。

　令和４年度当初予算におけ
る、新規事業等はなかった。

　令和５年度当初予算におけ
る、町単独の新規事業等はな
かった。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 － －

進捗
状況

　各イベントの効果検証を行
い、取組実績を公表し、整理・
効率化を進めた。
　平成３０年度において、１事
業が終了となり、２事業を１つ
に統合することとした。

【削減額】　6,227,549円

　各イベントの効果検証を行っ
た。

【削減額】
　　1,677,553円

　H28年度の当初評価以降、
毎年見直しの進捗状況を確認・
公表し、一定の整理・効率化を
達成したことから、毎年の進捗
確認は終了。今後も、個別イベ
ントの効率化・見直し等の検討
は必要に応じ行っていく。

＜H28評価以降のイベントの
状況＞
廃止・終了　4件
統合　2件
その他、各事業で利用者増加、
経費節減、職員負担軽減等の見
直し・改善を実施

　平成28年度から実施
しているイベント事業評
価について、引き続き各
イベントの効果検証及び
公表を行い、整理・効率
化等の見直しを進めま
す。

事業所管課
行革デジタル推
進課

②

イベント事
業評価

年　度　計　画

①

事業終期(見
直し期間)の
設定

　町独自に行う新規事業
について、原則として事
業終期(見直し期間)を設
定し、期間内での効率
的・効果的な運営に努
め、事業効果の検証を行
い、継続の要否を判断し
ます。

事業所管課
行革デジタル推
進課

　より効果的な補助制度
の運用を図るため、新た
な公募型公益活動補助制
度の創設について、にぎ
わい創造補助金との統合
も含めて検討します。

政策企画課
にぎわい創造課
生涯学習課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

②

新たな公募
型公益活動
補助制度の
創設
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 検討 実施 －

進捗
状況

　庁内で策定されている計画等
について、各課に照会し、全体
像の把握に努めるとともに、庁
内での情報共有を図った。
　また、平成３０年度末に更新
期限を迎える２つの計画につい
て、方針への転換を実施した。

－ －

　職員からの提案事項等も踏ま
えて、計画の策定等にあたって
の留意事項等をまとめ、全庁的
に周知を図った。

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 実施 実施 実施 －

進捗
状況

　庁内で実施されている会議に
ついて、各課に照会し、全体像
の把握に努めた。

・委員数見直し（都市計画審議
会）
・会議の効率化（会議録作成事
務の効率化のため、会議録作成
支援システム導入に向けた検討
を実施）
・会議賄い廃止（会議での飲料
提供をR2年度から原則廃止す
る方針を決定、一部会議では
R1年度途中から廃止）

　各種審議会において、会議賄
いを廃止した。
　新型コロナウイルス感染症拡
大予防のため、オンラインでの
会議参加に係る体制を整備し、
一部の会議で一部の委員のオン
ライン参加による会議を実施し
た。

　職員からの提案内容等も踏ま
えて、会議の開催通知やオンラ
インでの参加等、会議の開催に
係る留意事項をまとめ、全庁的
に周知を図った。

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 検討 検討 検討

進捗
状況

　庁内で実施されている相談事
業について、各課に照会し、全
体像の把握に努めた。

－ － － －

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 検討 一部実施 実施

進捗
状況

　国からの情報提供や他市町村
の取組等を研究した。

　国からの情報提供や他市町村
の取組等を研究した。

　国からの情報提供や他市町村
の取組等を研究した。

　町のホームページから予約申
込をすることで、休日、夜間に
警備室にて証明書を受け取るこ
とを可能とする「予約受け取り
サービス」について、令和２年
８月から住民票の写しの交付を
開始しており、令和４年１月か
らは印鑑登録証明書の交付を開
始した。
　新庁舎建設に向け行政サービ
スを効率的に提供できる窓口環
境を検討した。

　介護保険の担当課と高齢者福
祉・地域支援事業の担当課と２
課で対応していた高齢者に関す
る施策について、業務の効率
化・機能の強化を図るため、新
たに高齢介護課を設置して担当
課を1本化した。
　労働者派遣業務による派遣職
員を活用し、マイナンバーカー
ド関連事務等の窓口業務に係る
実施体制の拡充を行った。４月
から派遣職員による窓口業務を
開始した。（令和４年３月に労
働者派遣業務契約締結済）

　業務の効率化やサービ
ス向上を目的として、窓
口業務の委託や統合等に
ついて調査・検討を行い
ます。

行革デジタル推
進課
業務所管課

⑥

窓口業務の
効率化

⑤

相談事業の
見直し

　各種相談事業につい
て、役割や必要性を検証
し、類似しているもの、
相談ニーズが低下してい
るもの等は、整理・統
合、事業内容の見直しな
どを検討します。

事業所管課
行革デジタル推
進課

　各種審議会・会議につ
いて、役割や必要性を検
証し、内容が類似してい
るもの、必要性が低下し
ているもの等は、整理・
統合、開催頻度や委員数
の見直しなどを検討しま
す。

会議所管課
行革デジタル推
進課

④

会議の見直
し

年　度　計　画

③

計画策定事
務の見直し

　各種計画について、位
置づけや必要性、業務
量・コスト等を検証し、
他計画との統合、廃止、
方針・指針等への転換、
策定事務の簡素化などの
見直しを検討します。

計画所管課
行革デジタル推
進課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 完了（広報番組終了） － － －

進捗
状況

　他市町村の広報番組実施状況
を調査した。

　町広報番組「しまもとプラ
ザ」については、効果検証を行
い、令和２年３月をもって終了
した。
（新たな広報媒体として、R2
年度からＬＩＮＥ活用を開始）

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 検討 実施 －

進捗
状況

　３歳児以上の保育士配置基準
を国基準に見直した際の課題に
ついて、私立保育園とのヒアリ
ングを実施するなど、見直しに
向けた検討を行った。

　国基準への見直しに係る課題
と効果について、引き続き検討
を行った。

　今後の保育施設の新規開設に
伴う待機児童や保育士不足の動
向を注視し、翌年度の実績を
もって改めて配置基準の見直し
が必要かどうか見極めることと
した。

　補助金の見直し（令和４年度
から実施）とともに、現在の島
本町独自の配置基準を継続する
こととした。
　令和３年度以降は、新規施設
（開設１年以内）を除き、全て
の施設で利用定員が認可定員に
達したため、保育士不足も一定
改善されたと考える。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 検討 実施 実施 実施

進捗
状況

　庁舎及び施設等で使用する電
力（高圧・低圧）・ガス供給事
業者の見直しを行い、電気・ガ
スの使用料の節減を図った。

　環境に配慮した発電方法を利
用した小売電気事業者からの調
達も視野に入れて精査をするた
め、現行契約を延長している。

　平成２８年度から高圧受電施
設について新電力（特定規模電
気事業者＝ＰＰＳ）の供給を開
始し、平成２９年度からは株式
会社ＵＳＥＮにおいて、電力調
達をしていた。令和2年度は更
なる電力調達のコストを削減と
環境に配慮した事業者（指名業
者の中で二酸化炭素排出係数等
が低いなど）を選ぶべく、指名
競争入札を執行した。しかしな
がら、入札は不調となったた
め、入札に唯一応札した関西電
力株式会社と協議し、応札額で
契約締結した。

　令和３年度は電気事業者の一
本化を検討していたが、現在の
世界情勢やコロナ禍に起因する
燃料費の高騰等により電力コス
トが上昇しており、電気料金の
単価が上昇するものの、事業の
縮小や撤退等が報じられる新電
力会社よりも十分な電力の安定
供給が期待できる関西電力株式
会社及び株式会社USENと引き
続き電気使用について契約を継
続した。

　令和４年度は世界情勢等に起
因する燃料費の高騰等により、
全国的に電気料金が上昇すると
ともに、多くの電力供給事業者
が新規での申込を停止してお
り、いずれの電力供給事業者と
も契約が成立しなければ、関西
電力送配電株式会社と最終保障
供給契約になり、電気料金が大
幅に上がることが想定されたこ
とから、関西電力株式会社と引
き続き電気使用について契約を
継続した。
　なお、ふれあいセンターにつ
いても、電気使用料削減のた
め、令和５年６月から関西電力
株式会社と契約を締結した。

⑨

効率的な電
力・ガスの
調達

　庁舎・施設等で使用す
る電力・ガスの供給事業
者を定期的に見直すこと
で、電気・ガス使用料の
節減を図ります。

総務・債権管理
課

　待機児童や保育士不足
に対応するため、町独自
の保育士配置基準につい
て、一部の年齢児を対象
に見直しを検討します。

子育て支援課⑧

町保育士配
置基準の見
直し

年　度　計　画

⑦

広報媒体の
見直し(町広
報番組のあ
り方検討)

　番組内容を見直し、平
成29年度から事業費を
削減しており、今後その
効果の検証を行いなが
ら、町広報番組のあり方
を検討します。 政策企画課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　「ごみ分別アプリ」および使
用済小型家電リサイクル事業を
導入した。

　「ごみ分別アプリ」の利用促
進および使用済小型家電リサイ
クル事業を実施した。

　引き続き、「ごみ分別アプ
リ」の利用促進および使用済小
型家電リサイクル事業を推進
し、ごみの分別の徹底とごみ排
出量の抑制を図った。

　引き続き、「ごみ分別アプ
リ」の利用促進および使用済小
型家電リサイクル事業を推進
し、ごみの分別の徹底とごみ排
出量の抑制を図った。

　引き続き、「ごみ分別アプ
リ」の利用促進および使用済小
型家電リサイクル事業を推進
し、ごみの分別の徹底とごみ排
出量の抑制を図った。

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 検討 実施 検討 実施

進捗
状況

　平成29年度末で町のマイク
ロバスを廃止し、平成30年度
より必要時に民間事業者のバス
を借り上げることとした。
　また、マイクロバスについて
は、売却した。

【削減額】3,105,595円
【売却額】　360,000円

－

　令和２年９月から議会だより
を広報しまもとと一体化して発
行した。これにより、宅配にか
かる費用は縮減できたが、印刷
に関する費用は、一部カラー化
したこと及び年度途中の契約で
あったことから増となり、総額
としては増となった。

　ふれあいセンターの施設老朽
化に伴い、高齢者を対象として
実施している浴室及び水訓練室
で実施している事業について、
利用状況や給湯機能にようする
コストなどを踏まえて、事業継
続の可否について検討した。
　行政手続等における書面規
制、押印、対面規制の見直しを
行うことにより、行政サービス
の効率的・効果的な提供を図っ
た。

　ふれあいセンター２階の高齢
者福祉センターの浴室を令和４
年９月末で廃止した。

⑪

その他の事
務事業の見
直し

　その他、効果的な費用
の投入を図るため、事務
事業の見直し・改善に努
めます。

庁内全課

　ごみアプリの導入、小
型家電リサイクル等の取
組を推進することで、ご
みの分別を徹底するとと
もに、ごみ排出量を抑制
し、ごみ処理費の削減を
図ります。

環境課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

⑩

ごみの減量
化
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２　持続可能な財政運営の推進

　(1)　町税などの安定的確保

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　島本町債権の管理に関する条
例に基づき、当該年度の徴収計
画及び前年度の実施状況を策定
し、督促、催告等の回収事務を
適正に行うことにより、徴収率
の向上に努めた。

　島本町債権の管理に関する条
例に基づき、当該年度の徴収計
画及び前年度の実施状況を策定
し、債権の適正な管理を行っ
た。

　引き続き、徴収計画等に基づ
き徴収率の向上に努めた。

　徴収率の向上を図るため、督
促手数料を廃止し、納期限後で
も一定期間はコンビニ等での支
払いを可能とするための条例改
正等を行った。
　また、継続して徴収計画等に
基づき徴収率の向上に努めた。

　引き続き、徴収計画等に基づ
き徴収率の向上に努めた。

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 一部実施 検討 実施 実施

進捗
状況

　水道料金について、納付の利
便性向上のため、LINEPay導
入の検討を行った。
　また、各種公金の納付方法に
ついてそれぞれ検討を行った。

　水道料金について、利便性向
上のためLINEPayを導入し
た。
　その他の各種公金の納付方法
についても、費用対効果等の検
討を行った。

　町民税・府民税（普通徴収の
み）、固定資産税・都市計画税
及び軽自動車税について、利便
性向上のためスマホアプリを利
用した納付方法の導入について
検討した。

　町民税・府民税（普通徴収の
み）、固定資産税・都市計画税
及び軽自動車税について、利便
性向上のためスマホアプリを利
用した納付方法を導入した。

　固定資産税・都市計画税及び
軽自動車税（種別割）につい
て、利便性向上のため地方税統
一ＱＲコードを利用した納付方
法を導入した。
　国民健康保険料納付の利便性
向上のため、コンビニ納付及び
スマホアプリを利用した納付方
法を導入した。

　(2)　多様な手法による財源確保

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　事業者応援型とクラウドファ
ンディング型でふるさと納税制
度を実施した。

【町内事業者応援型】
　３６件　478,002円
【クラウドファンディング型】
　８件　50,000円

　事業者応援型とクラウドファ
ンディング型でふるさと納税制
度を実施した。

【町内事業者応援型】
　148件　 4,695,519円
【クラウドファンディング型】
　34件　　127,000円

　事業者応援型とクラウドファ
ンディング型でふるさと納税制
度を実施した。

【町内事業者応援型】
　934件　  25,689,876円
【クラウドファンディング型】
　25件　　　 203,500円

　事業者応援型ふるさと納税制
度を実施した。
　また、楽天のポータルサイト
を追加した。

【町内事業者応援型】
　5,353件 129,024,231円

　事業者応援型ふるさと納税制
度を実施した。
　また、ふるなび、ＡＮＡふる
さと納税、さとふるのポータル
サイトを追加した。
【町内事業者応援型】
　8,980件  249,943,567円

　令和３年度から受付している
企業版ふるさと納税について、
寄付いただいた。
【企業版ふるさと納税】
　１件  100,000円

①

ふるさと納
税の充実

  事業目的を特定して寄
附者を募る「クラウド
ファンディング」の手法
を活用するなど、ふるさ
と納税制度の充実を図り
ます。

にぎわい創造課
政策企画課

②

多様な公金
納付方法の
導入

　納付の利便性向上のた
め、多様な公金納付方法
（クレジットカード決
済、コンビニ納付等）に
ついて、費用対効果を踏
まえて導入を検討しま
す。(コンビニ納付につ
いては一部で実施中)

債権所管課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

①

町税・国民
健康保険料
などの安定
確保

　自主財源の安定確保に向
け、債権の管理に関する条
例に基づき毎年度徴収計画
を策定し、徴収率の向上な
ど適正な債権管理に努めま
す。

【主な債権】 町税、保育料
等(保育所・幼稚園・学童保
育室)、し尿処理手数料、生
活保護法78条徴収金・63
条返還金、町営住宅(使用
料・駐車場使用料・共益
費)、奨学貸付金返還収入、
保険料(国民健康保険・後期
高齢者医療・介護保険)、水
道料金・下水道使用料 など

債権所管課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

年　度　計　画
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　島本町開発行為等における子
育て支援協力金に関する要綱に
基づき、「高浜地区集合住宅」
及び「百山地区集合住宅」に係
る建設事業の完了に伴い、開発
事業主から寄附を受けた。

【寄付金額】11,000,000円

　島本町開発行為等における子
育て支援協力金に関する要綱に
基づき、「百山地区戸建住宅」
及び「水無瀬地区集合住宅」に
係る建設事業の完了に伴い、開
発事業主から寄附を受けた。

【寄付金額】3,240,000円

　本年度は、対象となる住宅開
発がなかった。

　本年度は、対象となる住宅開
発がなかった。

　本年度は、対象となる住宅開
発がなかったが、令和５年度、
令和６年度及び令和７年度中に
竣工予定の集合住宅の建築に係
る寄附証書３件を受領した。

計画 検討・実施 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討・実施 検討 検討 検討 検討

進捗
状況

　ホームページや広報誌、庁舎
案内板等への有料広告の掲載を
引き続き実施し、広告料の収入
を得た。
　また、他の広告媒体の活用に
ついて他市町村の取組事例を調
査・研究した。

【広告収入】725,800円

　ホームページや庁舎案内板等
への広告掲載を継続して実施し
た。
　また、新たな広告媒体の活用
事例について、他市町村の取組
に係る情報収集を進めた。

【広告収入】718,800円

　ホームページや庁舎案内板等
への広告掲載を継続して実施し
た。
　広報板への広告掲載における
注意すべき点、デジタルサイ
ネージについて検討を進めた。

【広告収入】829,400円

　ホームページや庁舎案内板等
への広告掲載を継続して実施し
た。
　デジタルサイネージについて
広告の可能性について検討し
た。

【広告収入】788,800円

　ホームページや庁舎案内板等
への広告掲載を継続して実施し
た。【広告収入】686,800円

　ＪＲ島本駅改札前へのデジタ
ルサイネージの設置について
は、設置予定箇所の強度面の課
題や路上広告物の占有許可基準
に照らし合わせた判断などから
設置を見送ることとした。今後
は新たな広告媒体の活用事例に
ついて、他市町村の取組に係る
情報収集を進め、具体的な検討
を行う。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 一部実施 実施 実施

進捗
状況

　国の補正予算等の有利な起債
や補助金を積極的に活用し、事
業を行った。

　国の補正予算等の有利な起債
や補助金を積極的に活用し、事
業を行った。

　国の補正予算等の有利な起債
や補助金を積極的に活用し、事
業を行った。
　地方創生に係る取組を推進す
るため、企業版ふるさと納税の
募集に向けて、地域再生計画の
認定申請などの事務を進めた。

　交付税措置のある起債等を活
用した。

　交付税措置のある起債等を活
用した。

　(3)　企業立地の促進

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　企業立地奨励金の交付制度を
継続した。

　企業立地奨励金の交付制度を
継続した。

　企業立地奨励金の交付制度を
実施した。

　企業立地奨励金の交付制度を
実施した。

　企業立地奨励金の交付制度を
実施した。

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

①

企業立地に
向けた取組

　企業立地奨励金の交付
制度を継続するととも
に、大阪府等の関係機関
と連携した取組を進めま
す。 にぎわい創造課

④

特定財源の
確保

　各種事業の実施に係る
特定財源の把握と確保に
努めます。

財政課
庁内全課

③

広報媒体な
どを活用し
た収入の確
保

　ホームページや広報誌
等の有料広告を継続する
とともに、新たな広告媒
体等の調査・研究を行い
ます。

②

子育て支援
協力金の取
組

　対象となる住宅開発に
対して、継続して事業者
と交渉するとともに、協
力金の有効な使途につい
て検討します。

子育て支援課

政策企画課
住民課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画
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　(4)　公営企業会計・特別会計の健全運営

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　財政計画等に基づき、健全な
財政運営を行った。

　財政計画に基づき、健全な財
政運営に努めた。

　財政計画に基づき、健全な財
政運営に努めた。

　島本町水道事業ビジョンを策
定し、健全な財政運営を行っ
た。

　島本町水道事業ビジョンを基
に、健全な財政運営を行った。

計画 検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 実施 － － －

進捗
状況

　平成３１年４月１日から地方
公営企業法の適用をするため、
条例改正等を行った。

　平成３１年４月１日から公共
下水道事業に地方公営企業法の
財務規定等を適用した。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　国民健康保険、後期高齢者医
療保険において、健診等保健事
業を実施するとともに、広報及
び被保険者全体への通知文書に
啓発冊子等を封入した。
　介護保険においては、ケアプ
ランセンターの実地指導、住宅
改修の事後点検、給付実績の縦
覧点検を実施した。

　国民健康保険及び後期高齢者
医療保険においては、健診等の
保健事業を実施するとともに、
広報及び被保険者全体への通知
文書に啓発冊子等を封入した。
　介護保険においては、ケアプ
ラン点検や住宅改修の事後点
検、給付実績の縦覧点検を実施
した。

　国民健康保険及び後期高齢者
医療保険においては、健診等の
保健事業を実施するとともに、
広報及び被保険者全体への通知
文書に啓発冊子等を封入した。
　介護保険においては、ケアプ
ラン点検や住宅改修の事後点
検、給付実績の縦覧点検を実施
した。

　国民健康保険及び後期高齢者
医療保険においては、健診等の
保健事業を実施するとともに、
広報及び被保険者全体への通知
文書に啓発冊子等を封入した。
　介護保険においては、ケアプ
ラン点検や住宅改修の事後点
検、給付実績の縦覧点検を実施
した。
※住宅改修の事後点検はコロナ
禍により個別住居への訪問が難
しいことから中止

　国民健康保険は、特定健診の
受診勧奨、糖尿病の重症化予
防、ジェネリック差額通知等の
保健事業を実施するとともに、
後期高齢者医療保険は、高齢者
の保健事業と介護予防の一体的
実施を開始した。
　介護保険においては、ケアプ
ラン点検や住宅改修の事後点
検、給付実績の縦覧点検を実施
した。
※住宅改修の事後点検はコロナ
禍により個別住居への訪問が難
しいことから中止

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 検討 実施 実施 実施

進捗
状況

　平成29年度に引き続き、予
算編成時において公共下水道事
業特別会計への繰出金を
5,000万円減額した。

　引き続き、下水道事業の法適
用を踏まえて、基準外繰出しの
見直しを行うこととした。

　引き続き、下水道事業の法適
用を踏まえて、基準外繰出しの
見直しを行うこととした。
　下水道事業経営戦略の策定に
合わせ、汚水・雨水の経費区分
を明瞭にし、汚水についても併
せて公費負担すべき経費を明瞭
に、基準外繰出しの抑制を行っ
た。

－ －

④

基準外繰出
しの抑制

　運営の効率化等により
基準外繰出しの抑制を図
ります。

②

公共下水道
事業の企業
会計への移
行

　経営、資産等の正確な
把握による経営管理を向
上させるため、公営企業
会計への移行を進めま
す。

業務課

③

その他特別
会計の健全
運営

　国民健康保険・介護保
険・後期高齢者医療保険
の各特別会計における給
付の適正化を図ります。

保険年金課
高齢介護課

年　度　計　画

①

水道事業会
計の健全運
営

　定期的に財政計画等を
作成し、健全な財政運営
に努めます。

業務課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課

財政課
各会計所管課
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　(5)　受益者負担の適正化

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 検討 検討 実施

進捗
状況

　利用状況等から、現状の減免
基準を維持することとした。

　第四保育所の移転に伴い、ふ
れあいセンター使用料の変更を
行った。

　引き続き、受益者負担の適正
化の観点から他自治体の取組な
どの調査・研究を行った。

　介護保険事業所の指定等に関
する事務の手数料の新設につい
て、近隣他市町村の状況などを
踏まえ検討した。
　その他、庁内の各種手数料・
使用料について、現状をとりま
とめた。

・全庁的に使用料・手数料の設
定額や当該事務に係る作業コス
トの分析などを実施し、使用
料・手数料等に係る方針の策定
に向けて、内部調整を進めた。
・介護保険サービス事業所の指
定等に関する事務の手数料を新
設した。
・歴史文化資料館の使用につい
ては、住民負担の公平性と受益
者負担の原則に基づき、使用料
を新たに定めた。

　(6)　保有資産の有効活用

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　町有地を駐車場等として、貸
付を行った。

【１１件　3,350,471円】

　町有地を駐車場等として、貸
付を行った。

【１２件　3,363,771円】

　町有地を駐車場等として、貸
付を行った。
　なお、町有地の月極駐車場と
しての貸付は、令和２年度末ま
でとし、当該駐車場用地は令和
３年度に売却予定

【１４件　3,706,926円】

　町有地を駐車場等として、貸
付を行った。
　

【１５件　3,041,426円】

　町有地を駐車場等として、貸
付を行った。
　

【１３件　2,857,121円】

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　広瀬二丁目地内の土地（普通
財産）を一般競争入札により売
却するとともに、公用廃止した
水無瀬二丁目地内の土地を売却
した。

【売却額　13,483,001円】

　公用廃止した江川一丁目地内
の土地を売却した。

【売却額　564,500円】

　旧第四保育所用地の売却及び
公用廃止した高浜一丁目の土地
を売却した。

【2件　375,920,000円】

　広瀬二丁目地内（旧駐車場用
地）及び公用廃止した高浜一丁
目の土地を売却した。

【2件　17,105,500円】

　広瀬三丁目地内（旧水道庁舎
別館用地）並びに公用廃止した
大字桜井地内及び東大寺四丁目
地内の土地を売却した。

【３件　86,255,261円】

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 検討 － －

進捗
状況

　他市町村等の取組について、
研究を進めた。

　設置に適した施設をリスト
アップするなどの検討を進め
た。

　いわゆる屋根貸し事業につい
ては、近年、電力価格が下落し
ており、実施業者が見込めない
可能性もあるなど、費用対効果
が見込めないことから、見送る
こととした。

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 検討 検討 検討

進捗
状況

　他市町村等の取組について、
研究を進めた。

　他市町村等の取組について、
研究を進めた。

　他市町村等の取組について、
研究を進めた。

　他市町村の事例の研究や、効
果検証、課題整理を進めた。

　他市町村の事例の研究や、効
果検証、課題整理を進めた。

行革デジタル推
進課
資産所管課

④

駐車場の有
料化

　各施設の駐車場につい
て、長時間利用の抑制や
資産の有効活用等の観点
から、有料化に向けた検
討を行います。

総務・債権管理
課
資産所管課

③

町施設を活
用した太陽
光発電シス
テム設置

　町施設の屋根や屋上等
を太陽光発電事業者に貸
し出し、使用料収入を得
る事業の実施を検討しま
す。

政策企画課
環境課
資産所管課

②

遊休地など
の売却

　将来にわたり利用予定
が見込まれない遊休地等
については、売却を検討
します。
　なお、若山台調整池に
ついては、近年の気象の
変化や治水対策の状況を
踏まえて、慎重に今後の
あり方を検討します。

総務・債権管理
課
資産所管課

①

遊休地など
の貸付

　当面の利用予定がない
遊休地等については貸付
を行い、収入の確保に努
めます。

施設所管課
事業所管課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

①

施設使用料
及び減免基
準などの見
直し

　住民負担の公平性と受
益者負担の原則に基づ
き、使用料・手数料や減
免基準の見直し等を進め
ます。

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画項目

番号
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　(7)　公債費負担の平準化

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　交付税措置のある起債等を積
極的に活用し、後年度の財政負
担の軽減に努めた。

　交付税措置のある起債等を積
極的に活用し、後年度の財政負
担の軽減に努めた。

　交付税措置のある起債等を積
極的に活用し、後年度の財政負
担の軽減に努めた。

　交付税措置のある起債等を積
極的に活用し、後年度の財政負
担の軽減に努めた。

　交付税措置のある起債等を積
極的に活用し、後年度の財政負
担の軽減に努めた。

　(8)　財務情報の公表

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　広報等で、予算・決算等の情
報を公表した。

　広報等で予算・決算等の情報
を公表した。

　広報等で、予算・決算等の情
報を公表した。
　また、本町の財政状況をわか
りやすく理解してもらうため、
新しく「島本町のおさいふ事
業」を作成・公表した。

　広報等で、予算・決算等の情
報を公表した。

　広報等で、予算・決算等の情
報を公表した。

財政課①

財務情報の
公表

　予算・決算、その他の
財政状況等の情報をわか
りやすく公表します。

財政課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

①

公債費負担
の平準化

　建設事業の年度重複を
避けるなど、計画的な起
債発行により、財政負担
の平準化を図ります。

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画
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３　人材の育成と組織基盤の強化

　(1)　人材の育成と改革意識の醸成

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　人事評価結果を昇任試験、昇
給、勤勉手当などに反映すると
ともに、評価及び面談等を通じ
職員の能力開発などに努めた。

　人事評価結果を昇任試験、昇
給、勤勉手当などに反映すると
ともに、評価及び面談等を通じ
職員の能力開発などに努めた。
　また、これまでの運用実績を
踏まえ、実施要領の一部改定を
検討した。

　人事評価結果を昇任試験、昇
給、勤勉手当などに反映すると
ともに、評価及び面談等を通じ
職員の能力開発などに努めた。
　これまでの運用実績を踏ま
え、実施要領の一部を改定（コ
スト意識の高揚等を目的とする
評価着眼点の一部改定等）。

　人事評価結果を昇任試験、昇
給、勤勉手当などに反映すると
ともに、評価及び面談等を通じ
職員の能力開発などに努めた。

　人事評価結果を昇任試験、昇
給、勤勉手当などに反映すると
ともに、評価及び面談等を通じ
職員の能力開発などに努めた。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　研修計画に基づき、階層別研
修や派遣研修などを実施し、職
員の資質・能力の向上に努め
た。

　研修計画に基づき、階層別研
修や派遣研修などを実施し、職
員の資質・能力の向上に努め
た。

　研修計画に基づき各種研修を
実施し、職員の資質・能力の向
上に努めた。新型コロナウイル
ス感染症の影響で、一部縮小・
中止するとともに、一部を
WEB会議サービスを利用しオ
ンラインで実施した。

　研修計画に基づき各種研修を
実施し、職員の資質・能力の向
上に努めた。新型コロナウイル
ス感染症の影響で、一部縮小・
中止するとともに、一部を
WEB会議サービスを利用しオ
ンラインで実施した。

　研修計画に基づき、階層別研
修や派遣研修などを実施し、職
員の資質・能力の向上に努め
た。

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 検討 実施 実施

進捗
状況

　職員に提案の募集をかけ、１
２件の提案を受け、２件の提案
が採用された。
　また、より本制度を効率的に
運用するため、他市町村の運用
等を研究した。

　職員に提案の募集をかけ、
11件の提案を受け、２件の提
案が採用された。

　財政健全化に取り組むべく、
職員に対し収入確保策や支出削
減策の提案を募集し、８３件の
提案があった。また、提案に係
る所管課の意見等をとりまと
め、庁内での情報共有に努め
た。

　令和２年度に募集した、収入
確保策・支出削減策について、
可能なものから検討・実施に向
けて庁内で調整を進める。
　デジタル化に関する目安箱の
運用を開始し、職員からの提案
や意見を募集した。

　事務改善提案制度について、
令和３年度から運用している
「デジタル化目安箱」と統合
し、職員間で使用しているグ
ループウェアシステム上の掲示
板で改善案を募集し、提案等が
あれば担当課と随時調整する仕
組みへと変更し、より迅速かつ
効果的な業務改善を図った。

　(2)　機能的な組織体制の構築

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 一部実施 一部実施 一部実施 実施 検討

進捗
状況

　効率的な事務執行のため、健
康福祉部内で組織の一部見直し
（保険課・住民課）を行った
（H30.4）。

　町立保育所のマネジメント体
制強化のため、新たに副所長職
を設置した（H31.4）。

　迅速かつ効率的な処理を要す
る懸案課題に、部局横断的に対
応するため４つの臨時的組織を
設置した。
・特別定額給付金チーム
・庁舎整備等検討チーム
・新型コロナワクチン接種推進
チーム
・デジタル化推進チーム

　デジタル技術を活用した業務
改革及び住民の利便性向上によ
り重点的に取り組むため、令和
４年４月から総合政策部に行革
デジタル推進課を新設。あわせ
て、コロナ禍に対応した体制強
化のため、健康福祉部の組織再
編を行った。

　前年度に見直しを行った組織
体制により行政運営を行った。
（翌年度に向けた組織改編はな
し。）

行革デジタル推
進課

項目
番号

推進項目 実施内容

人事課①

行政組織の
見直し

　行政課題や社会経済情
勢の変化に応じて、適
宜、組織の見直しを行い
ます。

担当課
年　度　計　画

③

事務改善提
案制度の活
用

  職員が常に改善意識を
持って考え、さまざまな
アイデアが効率化やサー
ビス向上に反映されるよ
う、提案制度を活用しま
す。また、より効果的に
事務改善が図れるよう、
制度の見直しを検討しま
す。

人事課

②

職員研修の
効果的実施

　階層別研修や派遣研修
の充実・強化により、職
員一人ひとりの意識改革
と、資質や能力のさらな
る向上を進めます。

人事課

①

人事評価制
度の活用

　人事評価の結果を、昇
任昇格や人事異動、昇給
や勤勉手当などに反映す
るとともに、職員の能力
開発やスキルアップにつ
なげます。

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　教育委員会など一部部局に係
る業務量の増加などを踏まえ、
「職員定数条例」の改正を行っ
た。（H30.4定員管理人員
数：264人）

　改正「職員定数条例」を施行
し、定数の見直しを図った
（H31.4）。
（H31.4定員管理人員数：
267人）
　臨時・非常勤職員制度の改正
に伴い、会計年度任用職員制度
の導入に向け準備を進めた。

　職員数の適正規模を維持しな
がら、計画的な職員採用に努め
た。
（R2.4定員管理人員数：265
人）
　また、臨時・非常勤職員制度
の改正に伴い、会計年度任用職
員制度の運用を開始した
（R2.4）。

　職員数の適正規模を維持しな
がら、計画的な職員採用に努め
た。
（R3.4定員管理人員数：260
人）

　職員数の適正規模を維持しな
がら、計画的な職員採用に努め
た。（R4.4定員管理人員数：
265人）
　また、上下水道部において、
技術職の育成等のための弾力的
な人員配置を行うため、「職員
定数条例」の改正を行った。

　(3)　働き方改革への対応

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績） Ｒ４（実績）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 実施 実施 一部実施

進捗
状況

－

　災害時の情報発信を効率的に
実施するため、災害広報マニュ
アルを作成した。

　新型コロナウイルス感染症対
応業務に最優先で取り組むた
め、不急業務の休止・延期等を
実施した。

　今後のシステム標準化等も踏
まえて、ＢＰＲツールの実証実
験を実施したが、とりまとめ及
び全体的な作業負担が懸念され
ることから、予算化は見送るこ
ととした。

　庁内での手続について、これ
まで書面でやりとりしていたも
のの一部をシステム上で完結さ
せることにより、ペーパーレス
の促進と事務作業の効率化を
図った。
　情報システムに関するＱ＆Ａ
をまとめ、庁内で共有し、問合
せに係る時間の削減を図った。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施 実施 実施

進捗
状況

　時間外勤務命令の上限などを
定めるため、「職員の勤務時
間、休暇等に関する条例」及び
同施行規則の改正を行った。
（月平均時間数：21時間）

　「時間外勤務の適正化方針」
に基づき、定時退庁日の推進な
どにより、時間外勤務の縮減に
努めた。
（月平均時間数：17時間）

　「時間外勤務の適正化方針」
に基づき、定時退庁日の推進な
どにより、時間外勤務の縮減に
努めた。
（月平均時間数：１２時間）

　「時間外勤務の適正化方針」
に基づき、定時退庁日の推進な
どにより、時間外勤務の縮減に
努めた。
（月平均時間数：13時間）

　「時間外勤務の適正化方針」
に基づき、定時退庁日の推進な
どにより、時間外勤務の縮減に
努めた。
（月平均時間数：１０時間）

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 実施 検討 検討

進捗
状況

－

　４月からボランティア情報セ
ンターを移転し、機能をふれあ
いセンターから役場本庁に統合
した。
　新型コロナウイルス感染症対
策として、時差出勤制度等を導
入した。

　時差出勤制度を運用するとと
もに、地方公共団体情報システ
ム機構(J-LIS)が実施する「自
治体テレワーク推進実証実験事
業」に参加し、テレワーク環境
を整備した。

－ －

人事課

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

庁内全課③

その他の取
組

　その他、働く環境の整
備や事務事業の統廃合、
職員の意識改革に取り組
みます。

庁内全課

②

時間外勤務
の適正化

　事務執行にあたり、適
正な進行管理及び時間外
勤務の必要性と実績の確
認を行うとともに、適
宜、職務分担や事務事業
の見直しを行いながら、
時間外勤務の縮減に努め
ます。

人事課
庁内全課

①

業務効率化
への取組

　業務や情報の共有化・
マニュアル化や事務フ
ローの見直しを徹底し、
事務の簡素化、省力化を
進めるとともに、業務の
効率化を図ります。

②

適正な定員
管理

　各種施策や事業に応じ
た増員・減員に対応しつ
つ、民間活力の活用、再
任用職員や臨時・非常勤
職員などの活用を図りな
がら、職員定数の適正な
管理を行います。

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画
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